
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和４・５年度保険料率改定について 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和４年１月 
 

 

資料№１－１ 





１ 第２回試算（第３回懇話会時）からの変更点 

 

（１）保険料等の減要因 

  ① 令和４年度診療報酬改定 

診療報酬  ＋０．３３％（※） 

薬価    ▲１．４４％（※） 

材料価格  ▲０．０２％ 

※ 不妊治療の保険適用等の対応や小児の感染防止対策に係る加算

措置等の影響を除く。 

② ２割負担の導入 

一定以上所得者の窓口負担割合を２割とする見直しが、

令和４年１０月１日から施行（令和 4 年度の医療給付費へ

の影響は５か月分） 

→  ① と ② を反映した一人当たり医療給付費の対前年度 

伸び率を次のとおり算定 

年度 
一人当たり医療給付費 

対前年度伸び率 

令和４年度 ▲０．４％ 

令和５年度 ＋１．０％ 

 

⇒  ① と ② により、費用額が約２８１億円減額、 

   収入額が約２４５億円減額となり、差し引き 

   保険料等が約３６億円減額 

  

1



（２）保険料等の増要因 

① 被保険者数の再推計 

令和３年１１月までの実績に基づいて被保険者数の推移を再

推計し、医療給付費を再算定 

 → 費用額の合計が 約１２６億円増額 

収入額の合計が 約１１６億円増額 

 

② 国から提示される係数の影響 

    調整交付金の算定に用いる係数の変更 

 → 収入額の合計が 約１．６億円減額 

 

⇒  ① と ② により、費用額が約１２６億円増額、 

   収入額が約１１５億円増額となり、差し引き 

   保険料等が約１１億円増額 
 

○ 増減額   

 費用額 収入額 
差 引 

(保険料収納必要額) 

第２回試算時 

(第 3 回懇話会時) 
1 兆 7,375 億円 1 兆 5,213 億円 2,162 億円 

第 3 回試算時 

(第 4 回懇話会時) 
1 兆 7,220 億円 1 兆 5,083 億円 2,136 億円 

増減額 ▲155 億円 ▲130 億円 ▲25 億円 

  (注)  億円単位未満を四捨五入しているため、差引及び増減額が一致していな 

い箇所があります。 
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　　①　後期高齢者医療に係る費用額の合計　１兆７，３７５億円

　　②　後期高齢者医療に係る収入額の合計　１兆７，３７５億円

　　①　後期高齢者医療に係る費用額の合計　１兆７，２２０億円（▲１５５億円）

　　②　後期高齢者医療に係る収入額の合計　１兆７，２２０億円（▲１５５億円）

【平均被保険者数見込】　令和４年度　１，０４４，６６５人　令和５年度　１，０９６，８４３人

２年度合計 １兆６，９９６億円（９８．７０％）

支払基金交付金
(現役世代からの支援金)

国庫負担金
（高額医療費公費負担金含む）

埼玉県負担金
（高額医療費公
費負担金含む）

市町村負担金

２年度合計
２，１３６億円
(１２．４１％）
（▲２５億円）

保健事業等に要する費用

２年度合計１１１．６億円（０.６５％）

葬祭費

２年度合計５５．７億円（０.３２％）

２ 前回試算との比較・・・後期高齢者医療に係る費用額及び収入額（見込み）

調整交付金
（国庫）

健康診査事業費補助金等

２年度合計１７．１億円（０.１０％）

審査支払手数料等

２年度合計３８．９億円（０.２３％）

特別高額医療費共同事業拠出金

２年度合計１７．８億円（０.１０％）

（＋４．８億円）

特別高額医療費共同事業交付金

２年度合計１７．８億円（０.１０％）

（＋４．８億円）
２年度合計
１，１７０億円
(６．７９％)
（▲１０億円）

２年度合計
４，０７９億円
（２３．６９％）
（▲３８億円）

２年度合計
１，４２７億円
(８．２９％)
（▲１１億円）

２年度合計
１，３２６億円
(７．７０％)
（▲１３億円）

２年度合計
７，０４７億円
（４０．９２％）
（▲６２億円）

保険料等
(保険料収納必要額＋上昇抑制財源)

療養の給付費等に要する費用
（療養給付費 訪問看護費 移送費 高額療養費など）

２年度合計 １兆７，１５６億円（９８．７４％）

支払基金交付金
(現役世代からの支援金)

国庫負担金
（高額医療費公費負担金含む）

埼玉県負担金
（高額医療費公
費負担金含む）

市町村負担金

２年度合計
２，１６２億円
(１２．４４％）

保健事業等に要する費用

２年度合計１１１．６億円（０.６４％）

葬祭費

２年度合計５５．７億円（０.３２％）

調整交付金
（国庫）

健康診査事業費補助金等

２年度合計１７．１億円（０.１０％）

審査支払手数料等

２年度合計３８．９億円（０.２２％）

特別高額医療費共同事業拠出金

２年度合計１３．０億円（０.０８％）

特別高額医療費共同事業交付金

２年度合計１３．０億円（０.０８％）

２年度合計
１，１８０億円
(６．７９％)

２年度合計
４，１１７億円
（２３．６９％）

２年度合計
１，４３８億円
(８．２７％)

２年度合計
１，３３９億円
(７．７１％)

２年度合計
７，１０９億円
（４０．９２％）

保険料等
(保険料収納必要額＋上昇抑制財源)

療養の給付費等に要する費用
（療養給付費 訪問看護費 移送費 高額療養費など）

（２） 第３回試算における令和４年度・令和５年度の費用額及び収入額（最終試算）

（１） 第２回試算における令和４年度・令和５年度の費用額及び収入額

診療報酬改定、2割負担の導入等

年度ごとの費用見込を再算定

公費と支援金の再計算
療養給付費等の減額に連動した減額

係数の変更等

（▲１６０億円）
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４ 上 昇 抑 制 財 源 活 用 ケ ー ス 別 の 保 険 料 率

【ケース３】 剰余金 １３６億円活用

保険料賦課総額 ＝ 保険料収納必要額（２，１３６億円－１３６億円） ÷ 予定保険料収納率９９．３９％ ＝ ２，０１３億円

【ケース４】 剰余金 １３０億円活用

保険料賦課総額 ＝ 保険料収納必要額（２，１３６億円－１３０億円） ÷ 予定保険料収納率９９．３９％ ＝ ２，０１９億円

＜内訳＞ 均等割総額 ９４６億円 所得割総額 １，０６７億円

＜内訳＞ 均等割総額 ９４９億円 所得割総額 １，０７０億円

＜参考：現行保険料率等＞ 均等割額４１，７００円 所得割率７．９６％

（均等割：所得割 ＝ ４６：５４） １人当たり保険料（軽減前）９０，６５７円 （軽減後）７６，４８１円

【ケース１】 剰余金等活用なし

保険料賦課総額 ＝ 保険料収納必要額（２，１３６億円－ ０億円） ÷ 予定保険料収納率９９．３９％ ＝ ２，１４９億円

＜内訳＞ 均等割総額 １，０１０億円 所得割総額 １，１３９億円

＜内訳＞ 均等割総額 ９３６億円 所得割総額 １，０５６億円

保険料賦課総額 ＝ 保険料収納必要額（２，１３６億円－１５６億円） ÷ 予定保険料収納率９９．３９％ ＝ １，９９２億円

【ケース２】 剰余金 １５６億円活用

均等割額・・・ ４７，１７０円
所得割率・・・ ９．０６％
１人当たり保険料
（軽減前）・・ １００，３６９円
（軽減後）・・ ８４，１２６円

均等割額・・・ ４３，７２０円
所得割率・・・ ８．２８％
１人当たり保険料
（軽減前）・・ ９３，０４０円
（軽減後）・・ ７７，９９２円

均等割額・・・ ４４，１７０円
所得割率・・・ ８．３８％
１人当たり保険料
（軽減前）・・ ９３，９７９円
（軽減後）・・ ７８，７７３円

均等割額・・・ ４４，３００円
所得割率・・・ ８．４１％
１人当たり保険料
（軽減前）・・ ９４，２６１円
（軽減後）・・ ７９，０２４円

【ケース５】 剰余金 １００億円活用

保険料賦課総額 ＝ 保険料収納必要額（２，１３６億円－１００億円） ÷ 予定保険料収納率９９．３９％ ＝ ２，０４９億円

＜内訳＞ 均等割総額 ９６３億円 所得割総額 １，０８６億円

均等割額・・・ ４４，９６０円
所得割率・・・ ８．５６％
１人当たり保険料
（軽減前）・・ ９５，６７１円
（軽減後）・・ ８０，１９８円

（均等割：所得割 ＝ ４７：５３）
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５ 今後のスケジュール 

（１）県知事への協議（１月下旬） 

保険料率改定案を県知事に協議 

（２）広域連合議会への条例改正案の提案（２月１６日予定） 

県知事との協議を踏まえた条例改正案（保険料率は条例に規定）

を広域連合議会に提案 
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